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平成２９年度 税制改正解説
適格合併、適格株式交換に係る対価要件の見直し

〇平成29年10月1日以後に行われる組織再編成について適用される。

・吸収合併又は株式交換（以下「吸収合併等」といいます。）が行われた場合の適格要件のうち、対価要件が緩和されます。

・吸収合併等を実行する際、適格要件の対価要件を充足するためには、原則として、金銭等を交付することができなかった。

・今回の改正により、合併法人等が被合併法人等の発行済株式の3分の2以上を保有している場合には、合併法人以外の株

・主に対して金銭等を交付できるよう対価要件が緩和されたことから、下記のような適格組織再編が実行できる。

１．改正の概要

２．実務上の留意点

速 報
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内容 改正前 改正案

吸収合併等の
対価要件

（原則）
・株式以外の資産の交付がないこと

（例外）
・被合併法人等の株主に剰余金の配当として交付される金銭等
・合併等に伴い端株が生じた株主に交付する金銭等
・合併等反対株主の買取請求に応じて交付する金銭等

（原則）
・株式以外の資産の交付がないこと

（例外）
・被合併法人等の株主に剰余金の配当として交付される金銭等
・合併等に伴い端株が生じた株主に交付する金銭等
・合併等反対株主の買取請求に応じて交付する金銭等
・合併法人等が被合併法人等の発行済株式の3分の2以上

を保有している場合のその他の株主に対して交付する金銭等

甲社

乙社
（発行済株式9,000株）

6,000株

B氏

3,000株

A氏
対価：金銭等交付

合併

甲社

A氏
（改正前）

・対価要件を充足できず、適格合併に該当しない

（改正案）
・対価要件を充足するため、他の要件を満たせば適格合併に
・該当する金銭


